
指定訪問看護の利用について

Ⅰ 訪問看護療養費とは

在宅で療養している方が、かかりつけの医師の指示を受け、厚生労働大臣、北海道知事からの

指定を受けた訪問看護ステーションから派遣された看護師等の療養上の世話や必要な診療の補

助を受ける場合、その費用は加入されている健康保険から「訪問看護療養費」として支給されま

す。

Ⅱ 医療費の助成に係る指定訪問看護について

重度心身障害者・ひとり親家庭等・子ども医療費助成を受給している方で上記訪問看護を利用する

方は、市に申請することにより、指定訪問看護の医療費の１割相当額の自己負担で利用できる訪問看

護療養費基本利用料負担区分等証明書の交付を受けることができます。

この訪問看護療養費基本利用料負担区分等証明書を提示することで、健康保険被保険者証の基本利

用料（２割又は３割）と医療費助成に係る自己負担額（１割）との差額を、市が訪問看護ステーショ

ンからの請求に基づき支払うことにより助成します。

Ⅲ 医療費助成に係る自己負担額について

医療費助成に係る指定訪問看護の自己負担額は、住民税の課税状況に関わらず指定訪問看護の医療費

の１割相当額です。ただし、住民税の課税状況により１ヶ月の自己負担上限額が異なります。

健康保険の

自己負担

割合

住民税の課税状況と

負担区分等証明書 自己負担額及び自己負担上限額

非課税世帯 課税世帯

３歳未満
（出生～３歳になる

誕生月の末日まで）

２割 交付 交付

・指定訪問看護の医療費の１割相当額

・自己負担上限額（１ヶ月）
非課税世帯： ８，０００円

課税世帯 ：１８，０００円

（年額上限 １４４，４００円※）

※申請により、上限額を超えた額の払い戻しを

受けることができます。

３歳以上

65 歳未満
（３歳になった翌月

～６５歳になる誕生

日の前日まで）

２割

又は

３割

交付 交付

65 歳以上
（後期高齢者医療

加入者のみ）

１割 交付 交付

３割 交付



Ⅳ 市への届出が必要となる場合について

（各支所でも手続きできます）

１ 健康保険に変更（内容変更を含む）があったとき

（健康保険未加入者は、医療費助成を受けられません）

２ 住所変更（他市町村への転出・市内転居）、氏名変更があったとき

３ 住民票上の異動（世帯員の転入・転出・転居、世帯分離等）により、世帯の課税状況が変わったとき

（翌月から課税・非課税の扱いが変わります）

４ 所得更正等により世帯の課税状況が変わったとき

（年度当初（直近８月）にさかのぼって、課税・非課税の判定が変わります）

５ その他、受給者の資格がなくなったとき

Ⅴ 負担区分証明書の更新について

負担区分証明書の有効期限は毎年７月末となっ

ています。

訪問看護を引き続き利用する方は、７月末までに

申請してください。

【問い合わせ先】

〒 059-8701

登別市中央町６丁目１１番地

登別市 保健福祉部 年金・長寿医療グループ

医療助成担当

℡ ０１４３－８５－２１３７ 内線１３５ ・２４０


